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環境への取り組み強化に向けた各国の政策︓ 

中南⽶における再⽣可能エネルギーの投資機会を検証する 

 

本稿は、PGIM フィクスト・インカムのエマージング社債リサーチ・チームのクレジット・アナリストである Omari Douglas-Hall が 11 ⽉ 30 ⽇

に執筆したブログ ”WHEN NATURE AND POLICY UNITE : THE OPPORTUNITIES IN LATAM RENEWABLES” の内容を

PGIM ジャパン株式会社が要約したものであり、情報提供のみを⽬的として作成されたものです。 

 

＜要旨＞ 

 中南⽶は、世界的に⾒ても実⽤規模の太陽光発電および陸上⾵⼒発電に恵まれた⽴地条件を備えており、同地域における再⽣可
能エネルギーに対する投資は今後⼤幅に拡⼤することが予想される。こうした中、ブラジル、メキシコ、チリ、コロンビア、ペルーは、パリ協
定の⼀環として各国が定める約束草案（INDC︓Intended Nationally Determined Contributions）に沿った⼆酸化炭素削
減⽬標を設定するとともに、従来型の⽕⼒発電から新たな再⽣可能エネルギーへの転換に対する政策的インセンティブを定めている。 

 チリ︓資源に恵まれ、通常は電⼒購⼊契約が⽶ドル建であることから、既存および新興の発電事業者ともに中南⽶において最も投資
しやすい国の１つである。既存の発電事業者が再⽣可能エネルギーの導⼊や⽯炭⽕⼒発電の分離・閉鎖に取り組む⼀⽅、いくつかの
新興の再⽣可能エネルギー事業者はそれぞれの得意分野でのコスト低減により競争⼒を⾼めている。 

 ペルー︓現時点では電⼒供給が過剰となっているが、同国は世界的に⾒ても太陽光発電および⾵⼒発電に恵まれた⽴地条件を備え
ていることに加え、安価で信頼性の⾼い予備電源として活⽤可能な天然ガス油⽥も有している。電⼒の過剰供給は今後数年で解消
する⾒込みであり、その際にはいくつかの既存の電⼒事業者がこうした恩恵を享受し得ると⾒ている。 

 コロンビア︓同国沿岸部は⾵⼒発電および太陽光発電に適しており、近年いくつかの中規模発電施設の設置が承認された。同国の
主な電⼒供給事業者である Enel は、買収や投資を通じて再⽣可能エネルギーを追求するのに必要な強固なバランスシートを有して
いる。 

 ブラジル︓同国の発電セクターは、低炭素発電事業者も含めてその⼤部分が現地通貨建の負債で賄われており、短中期的には⽶ド
ル建債が発⾏される可能性は低い。とは⾔え、⾵⼒や太陽光による発電量が増加するにつれ、⽔⼒発電に依存してきた同国の発電
事業者の利益は安定し、⻑期的には再⽣可能エネルギーへの転換を推進できる事業者もあるだろう。 

 メキシコ︓投資機会はやや限定的である。同国は⽶国の⾵⼒発電や太陽光発電の事業者に地理的に隣接しており、再⽣可能エネ
ルギーに関して恵まれた⽴地条件であることから、将来的には再⽣可能エネルギーを専業とする事業者の債券発⾏が増加すると予想し
ている。 

 

データの出所(特に断りのない限り)︓PGIM フィクスト・インカム、2021 年 11 ⽉ 30 ⽇現在。 
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留意事項  
 
本資料に記載の内容は、PGIM フィクスト・インカムが作成した”WHEN NATURE AND POLICY UNITE: THE OPPORTUNITIES IN LATAM 
RENEWABLES”をPGIMジャパン株式会社が要約したものです。PGIMフィクスト・インカムは、⽶国SEC の登録投資顧問会社であるPGIM インクの
パブリック債券運⽤部⾨です。 
 
本資料は、プロの投資家を対象としたものです。すべての投資にはリスクが伴い、当初元本を上回る損失が⽣じる可能性があります。 
 
本資料は、当グループの資産運⽤ビジネスに関する情報提供を⽬的としたものであり、特定の⾦融商品の勧誘⼜は販売を⽬的としたものではありませ
ん。また、本案内に記載された内容等については今後変更されることもあります。 
 
本資料に記載されている市場動向等は現時点での⾒解であり、事前の通知なしに変更されることがあります。また、その結果の確実性を表明するもの
ではなく、将来の市場環境の変動等を保証するものでもありません。 
 
本資料で⾔及されている個別銘柄は例⽰のみを⽬的とするものであり、特定の個別銘柄への投資を推奨するものではありません。 
 
本資料に記載されている市場関連データ及び情報等は信頼できると判断した各種情報源から⼊⼿したものですが、その情報の正確性、確実性につい
て当社が保証するものではありません。過去の運⽤実績は必ずしも将来の運⽤成果等を保証するものではありません。 
 
本資料は法務、会計、税務上のアドバイスあるいは投資推奨等を⾏うために作成されたものではありません。 
 
当社による事前承諾なしに、本資料の⼀部または全部を複製することは堅くお断り致します。 
 
“Prudential”、“PGIM”、それぞれのロゴおよびロック・シンボルは、プルデンシャル・ファイナンシャル・インクおよびその関連会社のサービスマークであり、多
数の国・地域で登録されています。PGIMジャパン株式会社は、世界最⼤級の⾦融サービス機関プルデンシャル・ファイナンシャルの⼀員であり、英国プル
ーデンシャル社とはなんら関係がありません。 
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